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（資料５） 

 

CCSの実証および調査事業のあり方に向けた有識者検討会報告書（案） 

 

1. はじめに 

国際エネルギー機関（IEA） の報告書「Energy Technology Perspectives 2017」によ

れば、2060 年までの累積 CO2削減量の 14%を CCS(Carbon Dioxide Capture and Storage;

二酸化炭素回収・貯留)が担うことが期待されている。 

我が国においては、エネルギー基本計画（平成２６年４月閣議決定）等に沿って、2020

年頃の CCS技術の実用化に向けて、苫小牧での大規模実証試験や研究開発、CO2の貯留適

地の調査に取り組んできた。特に苫小牧での実証事業は、世界から注目されるプロジェク

トとして、2018 年 6月末時点で約 18万トンの CO2圧入を達成する等、地元関係者と連携

しながら順調に進捗してきた。一方、我が国における CCSの実用化にあたっては、CCSコ

ストの低減、十分なポテンシャルを有する貯留適地および輸送手段の確保、国民の CCSに

対する理解といった課題が、引き続き存在しているものと考えられる。また、国内のみな

らず、EOR(Enhanced Oil Recovery; 原油増進回収法)を含む CCS事業における日本企業の

海外展開を促進するための環境の整備についても検討する必要があると考えられる。 

上記の問題意識の下、「CCSの実証および調査事業のあり方に向けた有識者検討会」を開

催し、検討結果を今後の CCS事業に活用すべく、CCSに係る今後の取り組みについて有識

者による議論を行った。 

 

2. CCSを取り巻く状況 

(1) CCSの位置づけ 

●IEA Energy Technology Perspectives 2017 によると、2060年までの世界全体の累積

CO2 削減量の 14%、2060年時における CO2削減量の 16%を CCSが担うことが期待されて

いる。 

●現在までに稼働中の大規模 CCS 事業の大半は EORであり、帯水層での大規模 CCSは 4件

のみにとどまっている。エリア別には、これまで北米で多くのプロジェクトが先行して

いたが、昨今は中東、東アジアでのプロジェクト数も増加傾向にあり、今後、後続の

CCS 関係プロジェクトの形成が期待される。特に、近年は国際イニシアティブの立ち上

げなど、CCUSの国際協調に向けた取組が活性化しており、我が国は、多国間協力を積極

的に進めつつ、二国間協力における民間企業の海外展開を支援している。 

●2050 年までに温室効果ガスの大幅な削減を行うためには、従来の取組の延長では実現が

困難であり、CCUSを含めた革新的技術の開発・普及などイノベーションによる解決に向
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けた取組が重要である。米国、カナダ、欧州諸国が UNFCCCへ提出した 2050年に向けた

長期戦略においても、濃淡はあるものの、各国ともゼロエミッション化、電化の重要な

手段として CCS/CCUSを位置付けている。 

●これまで、将来的に CO2削減にかかるコストについては、様々な報告がなされている。

IEA Energy Technology Perspectives 2017では、２℃目標の達成条件下での 2060 年の

世界全体の限界削減費用は 240 $/トンと評価され、IEA World Energy Outlook 2017で

は、気温上昇を 50%の確率で 2℃未満に留める「Sustainable Development Scenario」

においては、2040年の世界全体の限界削減費用は 125～140 $/トンと評価されている。

また、Shell 社が公表している Skyシナリオにおいては、2050年の世界の炭素価格は

130 $/トン CO2と評価されている。国内では、公益財団法人地球環境産業技術研究機構

（RITE）において、2030年における約束草案達成時の国内の CO2限界削減費用は 378 

$/トン CO2と評価された例がある。 

（注）IEAや Shell社による世界の限界削減費用については、全世界で国を選ばずに安価

な技術から導入したケースを想定しているのに対し、RITEの検討結果は、各国が約束草

案の削減量を達成するケースの限界削減費用を示すものであるので、単純な比較はでき

ない。 

●CCSのコストについては、一定の前提条件の下で、7,300円/トン（石炭火力の排出係数

を用いると、約 6.3円/KWhに相当）と評価された例がある(RITE, 2005)。これは、CO2

輸送手段として 20km のパイプラインを前提とした値である。他方、船舶による輸送コ

スト約 4,000 円/トン(RITE, 2007)を上記に加算すると、船舶輸送を含む CCSコストは

約 9.8円/KWhと試算される。石炭火力の発電コストを 2030年モデルにおける CO2対策

費を減じた値として 8.9円/KWh（平成 27年 5月総合資源エネルギー調査会 長期エネル

ギー需給見通し小委員会に対する発電コスト等の検証に関する報告）（以下、「コスト検

証 WG報告書」）として、CCS コストを加算すると、CCSを含む石炭火力の発電コストは

15.2～18.7円/KWhと試算される。「コスト検証 WG報告書」の「2030年モデル」におけ

る発電コストの試算として、太陽光（メガソーラー）は 12.7～15.6 円/kWh、風力発電

（陸上）は 13.6～21.5円/kWh、バイオマス（専焼）は 29.7円/kWh とされており、一定

の前提条件下においては、CCSは低炭素技術としてのコスト競争力を有することが期待

される。従って、電力部門、産業部門において、CCUS が大規模削減の有力な手段の１つ

として想定されることから、引き続き、CCSの実用化に向けた課題へ取り組んでいくこ

とが重要である。 

 

(2) 我が国における CCSの現況と課題 

●我が国では、現在、エネルギー基本計画に沿って、2020年頃の CCS技術の実用化を目指

して、苫小牧における大規模 CCS 実証、低コスト化に向けた研究開発、CO2の貯留適地

の調査を進めている。 
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●苫小牧 CCS 実証事業は、実用規模の CCSトータルシステムの実証を目的とした、我が国

初の大規模 CCS実証試験であり、2012年度から 2015年度に実証設備を建設し、2016年

度から CO2圧入を開始した。本プロジェクトでは、地域社会と緊密に連携を取りつつ、

2018年 5月までに約 18万トンの CO2を圧入している。現在まで実証試験は順調に推移

しており、操業技術の獲得や CCS の安全性の実証資料も得られ、CCS技術の実用化への

寄与が期待される。他方で、本プロジェクトでは、圧入した CO2の挙動や地下情報の観

測のため、様々なモニタリング手法を組み合わせて実施しているが、今後の課題とし

て、モニタリング設備の低コスト化、操業効率化、CO2挙動の可視化などが挙げられ

る。 

●CCSの低コスト化に向けた研究開発として、分離回収フェーズと貯留フェーズの技術開

発を進めている。特に、コストの大半を占める CO2の分離回収コストの低減が重要であ

り、固体吸収材等の回収技術を開発している。なお、固体吸収材については、関西電力

（株）舞鶴発電所にて実用化試験を計画中である。 

●我が国の CO2貯留適地については、我が国の貯留適地の全国貯留層賦存量の調査にて、

CO2 貯留可能量は 1,460億トンとの評価例がある（RITE、2005）。現在進められている

CO2 貯留適地の調査事業において、既往の地質探査情報や弾性波探査等の結果、数十億

トン級が期待される地質は日本近海に数か所程度と評価され、継続的な調査が必要であ

る。その一方で、大規模な CO2排出源の多くは太平洋側の沿岸域を中心に位置してお

り、必ずしも排出源と貯留適地が近接しているとは限らず、長距離輸送手段の検討が必

要となる。従って、貯留適地調査においては、貯留可能量の観点のみならず、地域の理

解や経済性や土地制約も踏まえ、船舶輸送を含む長距離輸送手段を検討することが課題

となる。 

●ノルウェーにおいては、フルスケールの CCS実証試験計画がある。ノルウェーでは、温

室効果ガス削減目標である、2030年で▲40％(1990年比)、2050年にゼロエミッション

に向けて、CCSを不可欠な技術と位置づけ、フルスケールの CCS実証試験を計画してい

る。本実証計画では、複数の排出源で回収した CO2を中間ストレージへ集め、一括して

船舶で貯留地点まで輸送する計画となっている。同計画では、輸送距離が 800㎞程度あ

り、パイプラインではコスト高となること、導入初期においては複数排出源との柔軟な

操業が求められることから、船舶輸送を選択している。将来的には、英国をはじめとし

た欧州諸国から CO2を船舶輸送し、ノルウェーで貯留する構想もある。 
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●我が国における CCS の現況と課題をまとめると次表のとおりとなる。 
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3. 主な論点に関する議論の整理 

 本検討会においては、主に(1)貯留適地の進め方、(2) CO2の輸送方法の検討、(3) ステ

ークホルダーの理解の獲得と人材育成、（4）国際協調、の４つの論点について議論を行っ

た。委員の指摘を中心にその議論を整理すると以下のとおり。 

 

（１）適地調査の進め方 

●CCSの実用化にあたり、貯留に適した安定的な地質構造の特定や貯留地点としての整備

に要する時間と経費を考慮すれば、可能な限り大規模な貯留適地を確保し、そこへ輸送

するビジネスモデルが想定される。このような将来のビジョンを持ちながら適地調査を

行う必要がある。 

●貯留地点については、海底下の貯留を想定した場合、沿岸部とするか、陸域から遠方の

地点とする両方が考えられるが、前者はプロジェクトを早期に立ち上げられること、後

者は他産業との干渉が回避される等、それぞれのメリットがあり、いずれも引き続き検

討を行う必要がある。 

●適地調査の実施主体としては、社会受容性の観点から国が前面に立ち、ステークホルダ

ーと良好な関係を築きながら実施する必要がある。 

●これまで得られた情報（地質構造、排出源との距離等）を精査し、適地調査を進める必

要がある。 

 

（２）CO2の輸送方法の検討 

●我が国で想定される CCSのビジネスモデルでは、輸送距離が長くなるため、コスト的に

はパイプラインネットワークではなく、船舶輸送が有効となる。 

●船舶輸送は「ある貯留地点にトラブルがあったときに他の貯留地へ輸送する、ある排出

源（あるいは貯留層）が停止した際に他から（あるいは他へ）輸送する」といった柔軟

性が確保できる。また、船舶輸送は、長距離化によるコストへの影響が少ない点以外に

も、高度利用されている港湾内や沿岸海域における他産業との干渉が回避できる、ある

いは海岸線から遠方沖合での貯留地点を候補にできるなどの利点もある。 

●CCSの実用化に当たっては船舶輸送の実証事業や技術開発についての検討が必要であ

り、これを行うにあたっては、次の点に留意する必要がある。 

・大規模化によるスケールメリットや低コスト化 

・船舶輸送の際のコスト削減の余地 

・船舶実証等の先行事例 

・CO2 のパイプライン輸送および船舶輸送に関わる法規制等の課題把握、課題解決のため

の関係省庁との連携 

●将来の CCS プロジェクトの展開を考慮して、CO2分離・回収、輸送、貯留のバリューチ

ェーンの中で、様々な技術を柔軟に組み合わせることを検討する必要がある。今後、技
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術確立やコスト検証を続けながら、複数の技術の中からベストなものを選択していくこ

とが重要であり、大規模な CCS 事業に向けて、確証の得られるレベルで CO2分離・回

収、輸送、貯留の各工程を一貫して行う実証の検討が必要である。 

 

（３）ステークホルダーの理解の獲得と人材育成 

●プロジェクトを円滑に進めるにあたり、ステークホルダーの理解を獲得することは非常

に重要である。 

●人材育成という観点では、CCS事業は、一旦プロジェクトが途絶えると再開は難しく、

技術自体を継続することが困難となる。また、国が確固たるビジョンを示し、これが維

持されれば、企業も事業方針を立案しやすくなる。従って、国内外で活躍する人材の育

成に向けては、CCS事業を継続つつ、国と事業者が長期的スパンを含めた将来像を共有

していくことが重要である。また、大学関係者が CCSの実証フィールドを活用して研究

できる環境を更に促進することで、CCS分野の研究者・技術者の裾野を広げていくこと

が重要である。 

 

（４）国際協調 

●CCSは、地上設備はプラントやセンサーなど日本がリードする産業であり、地下設備は

資源系や土木系の技術が関与しており、産業の裾野が広い。CCSを通じて CO2の削減と

ともに日本の技術を底上げして社会に還元していくとともに、日本が世界における取組

に貢献していくことが重要。 

●我が国企業による海外展開の事例として、日本企業による CO2回収設備の設置および

CO2EOR オペレーションが行われているペトラノヴァプロジェクトがある。本プロジェク

トは、国際協力銀行（JBIC）が融資を行い、NEXI（日本貿易保険）が貿易保険を行うス

キームとなっている。一般的に、プロジェクトの採算性や不確実性が金融機関の融資判

断に大きな影響を与えるが、CCUSプロジェクトのうち特に CO2貯留のフェーズに関して

は、現段階では一定の不確実性を見込まざるを得ないケースが多い。このような中で、

本事例は、我が国企業が関与する CCUSプロジェクトに対して、政府系金融機関の公的

ファイナンスツールを活用することにより、CCUSプロジェクトの推進に有効となり得る

ことを示している。 

●CEM(クリーンエネルギー大臣会合）や CSLF（炭素隔離リーダーシップフォーラム）など

の国際イニシアティブにおいても、多国間開発銀行や多国間金融コミュニティを巻き込

む動きが顕著となっている。このように、CCUSプロジェクトの案件形成に向けて、金融

機関とのコミュニケーションを深めることが重要となっている。 

●国際的には CCS の制度整備が進んでいない国が太宗であることから、プロジェクトの経

済性も考慮しつつ、日本企業が CCSの海外プロジェクトへ参入するための事業環境を整

える必要がある。このような観点から、CCS技術の国際標準化を進めている ISO/TC265
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の議論や、制度整備が進んでいない国における制度構築等に、我が国が知見や経験を活

かし、引き続ぎ貢献していくことが重要である。 

 

4. CCS の実証および調査事業の方向性 

今後は「3. 主な論点における議論の整理」を踏まえ、以下の方向性で CCS の実証

および調査事業を進めていく。 

① CCS の実施にあたっては、CO2の貯留適地の確保が大前提である。事業実施に係るトー

タルコスト（適地としての開発から実際の貯留に要する費用）や貯留ポテンシャルと

人的および経済的なリソースを考慮して適地調査を進めていく。 

② 大規模な CO2 排出源の多くは太平洋側の沿岸域を中心に位置しており、これまでの適

地調査の結果を踏まえると、必ずしも排出源と貯留適地が近接しているとは限らな

い。また、輸送においては、船舶やパイプライン等を組み合わせて用いることが効率

的であるが、そもそも CO2の船舶輸送についてはこれまで十分な検討が行われていな

い。さらに、輸送方法を組み合わせることによるコスト最小化の手法を検討するとと

もに、経済性や日本の立地環境を考慮した上で、CO2の最適な輸送手段を検討し、確保

することが必要となる。このため、船舶輸送を含めた実証（CO2の分離・回収、輸送お

よび圧入）の実施について検討する。 

③ CO2 貯留適地の調査や実証事業の実施においては、地域社会や国民の理解を得て進めて

いく。 

④ 人材育成が必要なことは論をまたない。このため、最も重要なことは、国が透明性を

もって実証および調査を進めていくことで、関係事業者の関与を促しつつ、CCS事業を

継続することである。 

⑤ CCS 導入は現在、試行段階にある。CCUS をはじめ世界的に推進する気運が高まってお

り、世界全体の地球温暖化対策に寄与すべく、我が国が有する技術や諸外国が有する

技術を活用して、国際協調の姿勢で取り組んでいく。 

 


